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Retrofit with Damper and Cumulative Damage Evaluation for Existing High-Rise Steel Building  

Subjected to Long-Period Ground Motion 

Marina Nakagawa, Daiki Sato, Haruyuki Kitamura, Takuya Nagae 

 

正会員 ○中川真里奈*1 同 佐藤大樹*2 同 北村春幸*2
 同 長江拓也*3  

既存高層建物の長周期地震動に対する梁部材の累積損傷評価と制振補強   

 

   

 

 

 

 1. はじめに  文部科学省による首都直下プロジェクトにおいて，高層の鋼構造建物を対象とする大規模振動台実験が実施された 1)。実験では，鋼構造架構が多数回の繰り返し変形を受け，柱梁接合部の梁下フランジが破断するという重度の損傷が生じ，この傾向は梁端混用溶接を用いた柱梁接合部において特に顕著となった。また，既存高層建物の柱梁接合部における調査では，現場溶接が約半分の割合で採用されている 2)。来たる東海・東南海・南海地震に対して適切な耐震対策を速やか展開する上で，高層建物の具体的な損傷状況を評価する必要がある。 本報は，大阪平野を対象とした地震動と，そこに実在しうる周期約 5秒の高層建物モデルを用いた時刻歴応答解析から，部材レベルの応答値に対する分析結果を取り纏める。さらに，制振補強についても検討を行うことを目的とする。 2. 検討建物および入力地震動 検討建物は，1980 年代に評定を取得した建物の設計資料を参照し，大阪に実在しうる高層建物を部材レベルでモデル化した。図
1(a),(b)に伏図および軸組図を示す。解析モデルは，標準層せん断力係数C0 =0.2の水平地震力に対して許容応力度設計が行われており，SM490 材を使用した柱および梁の部材断面が設定された。ただし，板厚 t >40の場合はTMCP材を用いた。表1に部材断面表を示す。解析はX方向とY方向を対象とする。主架構は弾塑性とし，減衰hは初期剛性比例型の2 % ，剛床仮定とした。層のいずれかの部材が全塑性モーメントに達した時の層間変形角 Ryは，1 層で
X方向がRy= 0.0068 rad，Y方向がRy= 0.0074 radである。 ダンパーには，LY225材（降伏応力度 dσy = 225 N/mm

2）からなる座屈拘束型ブレースを用いる。ダンパー配置は，地震層せん断力係数の分布（Ai分布）に基づく設計用層せん断耐力比分布を基に，4段階分布を用いて設置箇所を決定した。ダンパー1本あたりの降伏軸力  は，主架構のみでの時刻歴応答解析より得られた2層の最大層せん断力Q 2の0.3倍をダンパーが負担するとして，次式によって算出され，  =1200kNと決定した。 

 

 ここで， ダンパー取り付け角度，  2 層のダンパー本数である。塑性化部長さはダンパー全長の 1/4，塑性化部断面積は弾性部面積の 1/2，復元力特性は完全弾塑性とした。他の層のダンパーも 2 層と同じ降伏軸力  を有するダンパーを用いることとし，ダンパー本数  を変化させることで層のダンパー耐力を調整した。図1にダンパー配置を示す。ただし，1層についてのみ，   =1500kN を用いた。以降，ダンパー非設置のモデルを耐震モデル，ダンパーを設置したモデルを制振モデルと呼ぶ。1次固有周期は，耐震モデルがTx = 4.8 s ，Ty = 4.9 s ，制振モデルが

Tx 
’= 4.0 s ，Ty 

’= 4.4 sである（添え字のX ，Yは方向を示す）。 検討用入力地震動は，2004 年 9 月 5 日紀伊半島南東沖地震 

( MJ 7.4 ) の観測記録（気象庁大阪中央区大手前，NS成分）を位相特性に用い，3次元 FEM による KiK-net此花（NS成分），豊中市役所を代表地点とした解析結果の検討用模擬波（以降
OSAKA1，OSAKA2）を採用した 3)。図2 (a) に速度応答スペクトルS v ，(b) にエネルギースペクトルV Eを示す。 3. 耐震モデルの応答評価 3.1 層と部材の応答評価 本報では，評価指標に最大層間変形角Rと梁部材の累積塑性変形倍率 G ηを用いる。図 3と図 4に耐震モデルと制振モデル（4章後述）の応答結果を併せて示す。安全限界値をR = 0.01rad，G η 

=13.5および G η =21.5とした。特に，G η =13.5は柱梁接合部に梁
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図2 入力地震動スペクトル 
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. 

端混用溶接が用いられた既往の部材実験を統計処理し，柱梁接合部が破断に至らない下限値として設定された値である 4)。同様にG η =21.5は工場溶接を用いた柱梁接合部が破断に至らない下限値として設定された値である 4)。図 3 の最大層間変形角 Rより， X方向は中層以下で安全限界値(R = 0.01rad)を超え，最大応答値はOSAKA1でR = 0.015rad ，OSAKA2でR = 0.017radとなった。Y方向も同程度の応答値であり，過大な変形が生じていることがわかる。図 4 の累積塑性変形倍率 G ηより，X 方向はOSAKA1，OSAKA2ともに G η =13.5に対して 1.3～1.4倍となった。G η =21.5に対しては 0.8～0.9倍に留まる。Y方向でも同程度の応答となった。 3.2 部材の累積損傷評価 本節では累積値に着目し，梁部材ごとの損傷状況を把握する。図 4に示す G  ηが，OSAKA1で最大応答値となる層のG  ηについて損傷分布を図 5 に示す。図 5 は制振モデルの応答結果も併せて示す（4章後述）。(a)より，7.2mスパン梁が連続するＹ1通り，
X1通りは最大で G η =18～20となった。(b)より，異なるスパン梁が混在する通りについて，Y3通りは7.2mスパン梁が G η =14，
14.4mスパン梁が G η =4，X3通りは 7.2mスパン梁と 14.4mスパン梁が G η =4～5となった。以上より，7.2mスパン梁が連続する通りの梁部材へ損傷が集中していることがわかる。7.2mスパン梁の累積値は，工場溶接を想定した安全限界値 ( G η =21.5 )に対して 0.8倍であり，2割程の余裕しか残されておらず，大きな余震が発生した場合に  G η =21.5を超える可能性が考えられる。一方，14.4m スパン梁の累積値は現場溶接を想定した安全限界値 ( G η =13.5 ) に対して 0.3倍となった。 4. ダンパー設置による制振補強  本章ではダンパー設置による制振補強を行い，その低減効果を検証する。図 3 の層間変形角 R より，X・Y 方向で制振モデルは概ね安全限界値 (R=0.01rad) 以内に収まった。耐震モデルと比較すると，OSAKA1 と OSAKA2 ともに 5 割の応答低減を確認した。Y 方向では，3 割の応答低減を確認した。図 4 の累積塑性変形倍率 G ηより，OSAKA1とOSAKA2ともに 7～9割もの応答低減を確認した。図 5より，ダンパーを設置した 7.2mスパン梁の損傷集中が軽減されていることがわかる。制振補強による低減効果は，とくに累積値で大きく見られた。 5. まとめ 大阪平野を対象とした地震動とそこに実在しうる高層建物モデルを用いた時刻歴応答解析から，部材レベルの応答値に対する分析結果を取り纏め，制振補強の検討を行った。 

(1) 高層建物モデルの変形は，層間変形角 R の安全限界値(R 

=0.01rad )に対して1.5～1.7倍となり，過大な変形が生じた。 

(2) 梁部材の損傷は，累積塑性変形倍率 G ηが短スパン梁へ集中した。その累積値は，工場溶接を想定した安全限界値(G η 

=21.5)に対して0.8倍で，2割程度の余裕しか残されていない。 

(3) 制振補強で得られた効果は，層間変形が約半分となり概ね安全限界値以内に収めることができた。部材の累積塑性変形倍率では 7～9割もの応答低減を確認した。 
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(b) 異なるスパン梁が連続する通り 図5 OSAKA1入力時の損傷分布 
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Y1通りの梁部材 X1通りの梁部材 (a) 同一のスパン梁が連続する通り 
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